
 

 

議案第１０号 

 

  山都町国民健康保険条例の一部改正について 

 

山都町国民健康保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。  

 

 平成３０年 ３月 ５日提出 

 

                       山都町長 梅田 穰 

 

（提案理由） 

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）の一部改正に伴い、平成３０

年４月から、国民健康保険の財政運営の責任主体が都道府県に移行され、運営

の広域化が図られることに伴い、山都町国民健康保険条例の一部を改正する必

要があります。 

これが、この議案を提出する理由です。 



山都町国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 平成  年  月  日 

 

                     山都町長  

 

山都町条例第  号  

  山都町国民健康保険条例の一部を改正する条例           

山都町国民健康保険条例（平成１７年山都町条例第１００号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条の見出し及び同条中「国民健康保険」を「国民健康保険の事務」に改

める。 

第２条の見出し中「国民健康保険運営協議会」を「国民健康保険事業の運営

に関する協議会」に改め、同条中「山都町国民健康保険運営協議会」を「町の

国民健康保険事業の運営に関する協議会」に改める。 

第１４条を第１５条とし、第１０条から第１３条までを１条ずつ繰り下げる。 

第９条中「第７条」を「第８条」に改め、同条を第１０条とし、第４条から

第８条までを１条ずつ繰り下げ、第３条の次に次の１条を加える。  

（被保険者としない者） 

第４条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の規定により児童福祉施設

に入所している児童又は小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里親に

委託されている児童であって、民法（明治２９年法律第８９号）の規定によ

る扶養義務者のないものは、被保険者としない。  

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  
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山都町国民健康保険条例(平成17年山都町条例第100号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

(町が行う国民健康保険          ) (町が行う国民健康保険の事務) 

第1条 町が行う国民健康保険          については、法令に定めがある

もののほか、この条例の定めるところによる。 

第1条 町が行う国民健康保険の事務については、法令に定めがあるもの

のほか、この条例の定めるところによる。 

(国民健康保険運営協議会                  の委員の定数) (国民健康保険事業の運営に関する協議会の委員の定数) 

第2条 山都町国民健康保険運営協議会                (以下「協議会」

という。)の委員の定数は、次に定めるところによる。 

第2条 町の国民健康保険事業の運営に関する協議会(以下「協議会」とい

う。)の委員の定数は、次に定めるところによる。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

 (被保険者としない者) 

第4条 児童福祉法(昭和22年法律第164号)の規定により児童福祉施設に

入所している児童又は小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里

親に委託されている児童であって、民法(明治29年法律第89号)の規定に

よる扶養義務者のないものは、被保険者としない。 

(一部負担金) (一部負担金) 

第4条 （略） 第5条 （略） 

(出産育児一時金) (出産育児一時金) 

第5条 （略） 第6条 （略） 

(葬祭費) (葬祭費) 

第6条 （略） 第7条 （略） 

(保健事業) (保健事業) 

第7条 （略） 第8条 （略） 

第8条 （略） 第9条 （略） 
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第9条 被保険者でない者に第7条の保健事業を利用させる場合における

利用料については、別に定める。 

第10条 被保険者でない者に第8条の保健事業を利用させる場合におけ

る利用料については、別に定める。 

(国民健康保険税) (国民健康保険税) 

第10条 （略） 第11条 （略） 

(罰則) (罰則) 

第11条 （略） 第12条 （略） 

第12条 （略） 第13条 （略） 

第13条 （略） 第14条 （略） 

第14条 （略） 第15条 （略） 
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国民健康保険制度の見直しによる効果

都道府県内での保険税（料）負担の公平な支え合い
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効果①

サービスの拡充と保険者機能の強化
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効果②

新しい財政運営の仕組み

保険税（料）の賦課・徴収
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国民健康保険の窓口は、平成 30 年 4 月以降も引き続き

���です。
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